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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 第129期までの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載し

ていません。 

３ 第130期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。  

回次 第128期中 第129期中 第130期中 第128期 第129期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 11,067 10,507 10,394 22,103 21,496 

経常利益（百万円） 1,261 957 328 1,795 880 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,024 519 265 1,393 1,246 

純資産額（百万円） 40,413 41,563 39,854 41,077 42,521 

総資産額（百万円） 48,619 51,719 47,983 53,511 51,811 

１株当たり純資産額（円） 800.58 823.58 862.08 812.54 842.64 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
20.25 10.29 5.45 26.22 24.71 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
― ― 5.44 ― ― 

自己資本比率（％） 83.1 80.4 82.8 76.8 82.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,007 1,055 949 2,899 2,338 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,066 △1,839 △302 △7,131 △2,837 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△463 △934 △2,335 2,848 △1,821 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
7,029 4,437 2,147 6,147 3,826 

従業員数（名） 561 575 545 542 540 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 第129期までの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載し

ていません。 

３ 第130期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。  

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  泉興産株式会社は、平成18年７月１日に特種ロジスティクス株式会社と社名を変更しております。 

回次 第128期中 第129期中 第130期中 第128期 第129期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 9,946 9,627 9,451 20,084 19,750 

経常利益（百万円） 1,202 882 229 1,693 793 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
969 509 199 1,334 1,302 

資本金（百万円） 6,867 6,867 6,867 6,867 6,867 

発行済株式総数（千株） 50,911 50,911 50,911 50,911 50,911 

純資産額（百万円） 38,790 39,929 38,122 39,450 40,953 

総資産額（百万円） 45,683 49,168 45,707 50,816 49,409 

１株当たり純資産額（円） 768.43 791.21 826.61 780.35 811.56 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
19.16 10.10 4.08 25.11 25.81 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
― ― 4.07 ― ― 

１株当たり配当額（円） 5.00 5.00 5.00 11.00 10.00 

自己資本比率（％） 84.9 81.2 83.4 77.6 82.9 

従業員数（名） 494 523 501 491 502 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注） 従業員数は就業人員数です。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数です。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合は日本労働組合総連合会、日本紙パルプ紙加工産業労働組合連合会に加盟し、組合員数

は445人です。 

 なお、特に紛争もなく、穏健な労使関係を維持しています。 

  平成18年９月30日現在

事業別部門等の名称 従業員数（名） 

管理技術 162 

現業 383 

合計 545 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 501 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当社は、2006年11月21日をもって創業80周年を迎えることとなりました。これは、当社の株主様、お取引先様、

地域の方々、あるいは従業員等のステークホルダーの皆様方のお力添えによるものであると深く感謝いたします。

 当中間連結会計期間の当社グループを取り巻く事業環境は、コストダウンニーズの高まりによる低価格品へのシ

フトや原燃料価格の高騰、商品群によっては競争の激化等により、厳しい状況が続いているため、前連結会計年度

に引き続き、新抄紙機の稼動率向上、工場生産の見直し、新商品開発等を推進してまいりました。 

 具体的には、「ペルーラ・ラスター」「マーメイド＜70＞」等の新商品上市や、顧客に対して営業部門と開発部

門とが一体となったコンサルティング営業を継続して行なってまいりました。 

 これら施策を実施致しましたが、当社グループを取り巻く市場環境は厳しく、当中間連結会計期間における連結

売上高は、10,394百万円と前年同期に対し1.1％の微減となりました。 

 利益につきましては、15号抄紙機にともなう減価償却費の負担に加え、原材料や原油価格の上昇等により、営業

利益は223百万円と前年同期に対し7.7％の減益となりました。また、前連結会計期間に営業外収益に計上しており

ましたデリバティブ評価益が減少したこと等により経常利益も328百万円と前年同期に対し65.7％の減益となり、

当期純利益につきましても265百万円と前年同期に対し48.8％の減益となりました。 

  

中間連結経営成績 

    （注）売上高、営業利益、経常利益、中間純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 

 なお、当中間連結会計期間における商品別の状況は次のとおりであります。 

■特殊印刷用紙 

  特殊印刷用紙の市場環境は、回復基調の景気動向に支えられ、商業印刷主体に需要も堅調に推移いたしまし

た。 

 主力のファンシーペーパーは、顧客の評価が高く、成長が見込めるタント、タントセレクト、マーメイド、ペル

ーラのブランド力の強化に注力し、品揃えの拡充と顧客に密着した販売促進活動を行って参りました。具体的に

は、2005年7月に発売した「タントセレクト」、2006年3月に発売した「タント＜180＞」を顧客に重点的にＰＲす

ると共に、6月に「ペルーラ・ラスター」を、9月に「マーメイド＜70＞」を上市いたしました。これらの商品の売

上が寄与して、ファンシーペーパーは前年同期を上回る販売実績となりました。 

  一方、高級印刷用紙は、2004年3月に発売した「ミセスＢ 新色」、2006年3月に発売した「Ｍｒ．Ｂ 新色」

の販売促進活動を重点的に行って参りました。これらの商品の売上が寄与して、高級印刷用紙は前年同期を大きく

上回る販売実績となりました。 

 これらの結果により、特殊印刷用紙全体での販売金額は前年同期に対して6.1％増の5,320百万円となりました。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

平成18年９月中間期 10,394 △1.1 223 △7.7 328 △65.7 

平成17年９月中間期 10,507 △5.1 242 △61.8 957 △24.1 

   中間純利益 
１株当たり中
間純利益金額 

潜在株式調整後１
株当たり中間純利
益金額 

株主資本
中間純利
益率 

総資本経
常利益率 

売上高経
常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

平成18年９月中間期 265 △48.8 5.45 5.44 0.7 0.7 3.2 

平成17年９月中間期 519 △49.3 10.29 ― 1.3 1.8 9.1 



■特殊機能紙 

 特殊機能紙は市場環境により左右されやすい分野であり、前年同期は特需により売上を伸ばしたＯＣＲ用紙及び

選挙関連用紙が大幅に減少し、苦戦いたしました。 

 主力の圧着ハガキ用紙は、市場ニーズに対応した新規商品を発売しましたが、通知業務が減少しており販売数

量・金額は前年同期並みの実績となりました。 

 偽造防止用紙は当社のオンリーワン技術が市場に定着し、既存商品を中心にして着実に販売数量及びシェアを伸

ばしております。さらに未開発の新市場の可能性も見えてきており、今後成長が期待できる分野の一つでありま

す。 

 一昨年まで好調に推移しておりましたインクジェット受容紙は、品質面では高い評価を受けておりますものの、

価格競争の影響を受けて急激に売上高が減少しております。 

 一方、ＩＴ関連用紙は、好景気の影響で前年同期を上回る販売実績となり、少なくとも数年は好調を維持するも

のと予想しております。 

 また、新15号抄紙機の特性を生かした新規商品のうち、フッ素系耐油剤を使用しない環境にやさしい非フッ素系

食品包材「ＮＦ耐油紙」が大手コンビニに採用されました。今後もマシン特性を生かした新規商品の拡販と現行商

品の新市場開拓を進めてまいります。 

 これらの結果により、特殊機能紙の当中間連結会計期間の販売金額は前年同期に対して7.4％減の4,931百万円と

なりました。 

■その他 

 当中間連結会計期間のその他の売上金額は、リース関連業の縮小等により前年同期に対して15.1％減の142百万

円となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期末の現金及び現金同等物の残高は2,147百万円となり、前中間連結会計年度末に比べ2,290百万

円（51.6.％）の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は以下のとおりです。 

■営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の営業活動により得られた資金は、前中間連結会計期間と比べ105百万円(10.0％)減少し、

949百万円となりました。主な内訳は、税金等調整前中間純利益191百万円（前年同期比77.4％減）、退職給付引当

金の減少額334百万円（前年同期比115.5％増）デリバティブ評価益4百万円（前年同期比99.3％減）、たな卸資産

の減少額191百万円（前年同期は744百万円の増加）、仕入債務の減少額298百万円（前年同期は13百万円の増加）

等です。 

■投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の投資活動により使用した資金は、前中間連結会計期間と比べ1,536百万円（83.5％）減少

し、302百万円となりました。主な内訳は、有形固定資産の取得による支出182百万円（前年同期比90.6％減）等で

す。 

■財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の財務活動により使用した資金は、前中間連結会計期間と比べ1,400百万円（前年同期比

149.8％増）増加し、2,335百万円となりました。主な内訳は、短期借入金の純増額1,000百万円（前年同期は無

し）、自己株式の取得による支出2,457百万円（前年同期は2百万円の支出）等です。 

 
営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
中間期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成18年９月中間期 949 △302 △2,335 2,147 

平成17年９月中間期 1,055 △1,839 △934 4,437 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を示すと次のとおりです。 

 （注）１ 金額は販売価格によっています。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を示すと次のとおりです。 

 （注）１ 金額は販売価格によっています。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

紙製造・加工・販売業   

(1）特殊印刷用紙 5,106 △10.6 

(2）特殊機能紙 5,073 3.6 

その他の事業 ― ― 

合計 10,180 △4.0 

区分 
受注高 受注残高 

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％） 

紙製造・加工・販売業     

(1）特殊印刷用紙 5,341 5.1 1,042 57.7 

(2）特殊機能紙 4,916 △6.5 334 △13.3 

その他の事業 ― ― ― ― 

合計 10,258 △0.8 1,376 31.5 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を示すと次のとおりです。 

 （注）１ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

２ 当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売高に対する割合 

  （注）１ 平成17年10月に大倉三幸㈱と㈱岡本が合併し、新生紙パルプ商事㈱となりました。 

      なお、前中間連結会計期間の新生紙パルプ商事㈱の販売高は、大倉三幸㈱の販売高となっております。 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

紙製造・加工・販売業   

(1）特殊印刷用紙 5,320 6.1 

(2）特殊機能紙 4,931 △7.4 

その他の事業 142 △15.1 

合計 10,394 △1.1 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

㈱竹尾 2,729 26.0 2,991 28.8 

平和紙業㈱ 1,356 12.9 1,305 12.6 

新生紙パルプ商事㈱ 1,211 11.5 1,181 11.4 

㈱大文字洋紙店 1,225 11.7 1,157 11.1 



３【対処すべき課題】 

 当社グループの当面の重点課題の一つは、成長性の維持です。ここ数年間、売上高が減少傾向にありますが、今後

は新規事業や、海外市場を含む新たな市場での商品開発の可能性などを模索するため、営業活動・研究開発活動にお

いて、当社グループの持つ経営資源を有効かつ効率的に運用することにより、グループとして売上の回復を目指して

いく方針です。 

 もう一つは高収益体質の回復です。従来、当社は利益面につきましては当業界の中でも高い水準にありましたが、

当中間連結会計期間も前連結会計年度に引き続き、減価償却費や原油相場の高騰に伴う燃料費の増加を主因に営業利

益率が低下しております。このため、新15号抄紙機をより効率的に操業できるよう製造部門を中心として改善に取組

む事や、受注・生産・販売体制の基本に立ち返った見直しを行う等さらなるコストダウンを継続して進めてまいりま

すが、原燃料価格の高騰は想定を上回る勢いで続いておりますことから、過去二十年以上変更していない販売価格の

見直しについても、2006年10月より順次取り組んでおります。 

 事業等のリスク 

 (1)市場環境 

  当社グループの売上高の大半を占める紙製品の市場は、素材産業であることから需要動向が景気に大きく左右され

ます。中でも当社グループの主力製品であるファンシーペーパーなどの特殊印刷用紙は、個人消費などへの景気感応

度が高いといえます。当社グループは、景気に左右されない差別化された製品の販売、開発に努めておりますが、景

気後退、消費低迷などが業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 (2)原材料及び燃料市況 

 当社グループの製造する紙製品の主力原材料であるパルプ及び薬品は、国際的な需給動向によって価格が変動する

国際市況製品です。当社グループは、パルプ及び薬品を社外から購入しているため、需給が逼迫し価格が上昇した場

合には業績に悪影響を及ぼし、需給が緩和し価格が低下した場合には、業績に好影響をもたらします。 

 また、当社グループの生産拠点である製紙設備は、重油及び灯油を動力及び熱源として使用しております。重油

及び灯油も市況商品であり、パルプと同様に国際的な需給環境により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(3)為替レートの変動 

 当社グループが購入するパルプの過半は、北米地域など海外からの輸入に依存しております。輸入代金は、米ドル

にて決済を行っているため、為替レート変動に伴いパルプ価格円貨換算額が変動し、円安の場合には原材料の調達コ

ストを上昇させることとなります。コストの上昇は利益率を低下させることになります。当社グループは、ヘッジを

目的とした通貨関連デリバティブにより影響を抑える努力をしておりますが、長期的には為替レートの変動が、業績

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 (4)退職給付債務 

 当社グループの退職給付費用および債務は、年金資産の期待収益率など一定の前提条件に基づいて算出されており

ます。これらの前提条件が変更された場合、退職給付費用および債務に影響を及ぼすため、割引率の低下や運用利回

りの悪化などが当社グループの業績ならびに財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 (5)環境問題 

 当社グループの主力事業である製紙事業は、排水、産業廃棄物など環境面で厳しく規制されております。このた

め、当社グループは環境マネジメントシステム「ISO14001」の認証を取得し、埋立廃棄物の減少、処理水の水質改

善、省エネルギー、化学物質排出削減など環境改善活動に積極的に取組んでおりますが、今後、環境をめぐる状況変

化によって公的規制強化などへの対応が必要となる場合があります。これにより、費用増加や設備投資負担が発生

し、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 (6)地震の影響 

  当社グループの三島エリアが立地する静岡県は東海地震の被害が想定される地域に含まれております。また、岐阜

エリアにつきましても、東南海・南海地震の被害が想定される地域に含まれております。地震災害につきましては、

建物等の構造上の改善や、万一損害が発生した場合の復旧体制の整備などを行ない、被害を最小化するように努めて

おりますが、当社グループの製造設備が罹災した場合には、操業停止による機会損失の発生や修繕費用増加などによ

り業績に悪影響を及ぼす可能性があります。  



４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成18年11月21日開催の取締役会において、平成19年４月１日を期日（予定）として、東海パルプ株式会

社との共同持株会社を設立することを決議し、基本合意書を締結しました。 

  詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 （重要な後発事象）および ２ 中間財務

諸表等（重要な後発事象）」に記載しております。  

５【研究開発活動】 

■組織 

 パルプ・薬品等の原材料高騰や供給メーカー統廃合に対応するため、コストダウン・代替原材料を主体に検討する

研究部門を今期より設置しました。具体的には、国内外のパルプに関する様々な特性把握を資材部門と連携して行

い、得られた知見を迅速な商品開発につなげるための原材料特性データベースとして構築し、さらにその活用による

原材料供給の安定化を目指します。 

■研究開発活動 

 当中間連結会計期間の研究開発費としては 202百万円を計上しており、10件の開発を完了・上市しました。 

 当中間連結会計期間における主な研究開発活動状況のうち、主要なものは次のとおりです。 

(1）特殊印刷用紙 

 印刷適性を高め、よりパール感を強調した新商品「ペルーラ・ラスター」を開発いたしました。また、既存品

ラインナップの充実として、「マーメイド」では薄物＜７０＞５０色を、「ＧＡスピリット」では厚物＜２７０

＞を、それぞれ新アイテムとして製品化いたしました。 

(2）特殊機能紙 

 新規技術を導入した、新しいタイプの偽造防止用紙の開発に成功し、製品化いたしました。また、技術の組み

合わせにより、新規の偽造防止用紙を開発、製品化いたしました。 

 合紙関連では、客先のニーズに答え、新しいタイプの合紙を開発、製品化いたしました。 

  その他、ファイル用紙、インクジェット用紙改良品、物質分離能を有する高填料紙等の４件の特殊機能紙を開

発いたしました。 

      (3）知的財産 

 価値の高い知的財産を戦略的に生み出すために設けた制度（パテントレビュー）を活用し、数件の特許等を出

願いたしました。また、当社がファンシーペーパーに関して有する著作権保護のため、侵害者への警告を積極的

に行いました。  

 当中間連結会計期間内に出願した特許等は６件であり、権利化した特許等は13件です。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当社は、当中間連結会計期間において、一部の設備を除却しました。 

 当該設備は以下のとおりです。 

      （提出会社） 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

事業所名 

（所在地） 
事業の種類 設備の内容 

帳簿価額（百万円）  

機械装置 工具器具備品  合計 

三島エリア 

(静岡県駿東郡 

長泉町） 

製紙事業 抄紙設備 129 0 129 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により、発行

されたものは含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年11月末日現在）

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 50,911,917 50,911,917 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 50,911,917 50,911,917 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

 会社法第236条、第238条の規程に基づき発行した新株予約権（ストック・オプション）は、次のとおりです。

平成18年6月25日定時株主総会決議 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  （注） 新株予約権の行使による増加です。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 24 24 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 24,000 24,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （１株当たり）     1 （１株当たり）    1  

新株予約権の行使期間  
自 平成18年6月25日 

至 平成38年6月24日 
 同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

1 

1 

発行価格 

資本組入額 

1 

1 

新株予約権の行使の条件 

 ①新株予約権者は退任した日

の翌日から10日を経過する

日までの間に限り新株予約

権を行使することができる

ものとする。 

 ②各新株予約権１個あたりの

一部行使はできないものと

する。 

 ③その他の権利行使の条件

は、新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と

新株予約権者との間で締結

する新株予約権付与契約に

て定めるものとする。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 

  新株予約権を第三者に譲

渡、質入、その他一切の処分

をするには当社取締役会の決

議による承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項             ―       同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 

（注） 

― 50,911,917 ― 6,867 0 6,521 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１  上記のほか、当社が所有している自己株式が4,806千株あります。 

     ２  上記の持株数のうち、信託業務に係る持株数は次のとおりです。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行㈱    2,430千株 

   日本マスタートラスト信託銀行㈱      1,371千株 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 ロンバード オーディエ ダリ
エ ヘンチ アンド シー 
（常任代理人 株式会社東京
三菱銀行カストデイ事業部） 

Rue de la Corraterie 11 1204  
Geneva Switzerland 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 
2,500 4.91 

株式会社静岡銀行 東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,461 4.83 

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26番地 2,461 4.83 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,430 4.77 

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番12号 2,255 4.42 

新生紙パルプ商事株式会社 東京都千代田区神田錦町１丁目８番地 2,255 4.42 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,623 3.18 

大富運輸株式会社 静岡県沼津市東椎路650番地２ 1,560 3.06 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,371 2.69 

株式会社 竹尾 東京都千代田区神田錦町３丁目12番地６ 1,314 2.58 

計 ― 20,232 39.74 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 単元未満株式には当社所有の自己株式357株を含みます。 

     ２ 上記「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,000株含まれてい

ます。 

       なお、議決権の数の欄には同機構名義の株式は含まれていません。 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

 【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

4,806,000 

― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

45,871,000 
45,870 ― 

単元未満株式 
普通株式 

234,917 
― ― 

発行済株式総数 50,911,917 ― ― 

総株主の議決権 ― 45,870 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

特種製紙株式会社 

静岡県駿東郡長泉

町本宿501番地 
4,806,000 ― 4,806,000 9.44 

計 ― 4,806,000 ― 4,806,000 9.44 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 693 690 659 634 614 603 

最低（円） 649 633 524 560 576 547 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   4,437   2,147   3,826  

２ 受取手形及び売掛
金 

※３  7,406   7,319   7,709  

３ たな卸資産   5,040   4,753   4,944  

４ 繰延税金資産   370   275   343  

５ その他   260   275   377  

貸倒引当金   △19   △14   △15  

流動資産合計   17,496 33.8  14,757 30.8  17,187 33.2 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 ※２  9,134   8,712   8,938  

(2）機械装置及び運
搬具 

※２  10,121   8,860   9,516  

(3）工具器具備品   460   361   430  

(4）土地 ※２  6,562   6,559   6,559  

(5）建設仮勘定   97   6   53  

有形固定資産合計   26,376   24,500   25,497  

２ 無形固定資産   110   63   88  

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券    7,438   8,433   8,809  

(2）繰延税金資産   32   1   1  

(3）その他   276   238   237  

貸倒引当金   △11   △11   △11  

投資その他の資産
合計   7,736   8,661   9,037  

固定資産合計   34,223 66.2  33,226 69.2  34,623 66.8 

資産合計   51,719 100.0  47,983 100.0  51,811 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

 ※３  1,627   1,668   1,967  

２ 短期借入金   72   1,072   72  

３ １年内に返済予定
の長期借入金   1,255   1,200   1,225  

４ 未払法人税等   252   51   71  

５ 修繕引当金   228   93   241  

６ その他   1,542   1,089   1,293  

流動負債合計   4,977 9.6  5,175 10.8  4,871 9.4 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２  1,800   600   1,200  

２ 退職給付引当金   1,907   1,372   1,707  

３ 役員退職慰労引当
金   54   9   54  

４ 修繕引当金   57   36   60  

５ 連結調整勘定    29   ―   25  

６ 負ののれん   ―   20   ―  

７ 繰延税金負債   888   862   1,259  

８ その他   350   49   18  

固定負債合計   5,087 9.8  2,952 6.1  4,325 8.3 

負債合計   10,065 19.4  8,128 16.9  9,196 17.7 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   90 0.2  － －  92 0.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   6,867 13.3  － －  6,867 13.3 

Ⅱ 資本剰余金   6,521 12.6  － －  6,521 12.6 

Ⅲ 利益剰余金   26,148 50.6  － －  26,622 51.4 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   2,236 4.3  － －  2,722 5.2 

Ⅴ 自己株式   △210 △0.4  － －  △213 △0.4 

資本合計   41,563 80.4  － －  42,521 82.1 

負債、少数株主持分
及び資本合計   51,719 100.0  － －  51,811 100.0 

           



    

前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 

注記 

番号 金額（百万円） 

構成比 

（％） 金額（百万円） 

構成比 

（％） 金額（百万円） 

構成比 

（％） 

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本               

 １ 資本金   － －  6,867 14.3  － － 

 ２ 資本剰余金   － －  6,521 13.6  － － 

 ３ 利益剰余金   － －  26,636 55.5  － － 

 ４ 自己株式   － －  △2,670 △5.5  － － 

株主資本合計   － －  37,355 77.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 １ その他有価証券評価 

    差額金   － －  2,391 5.0  － － 

評価・換算差額等合計   － －  2,391 5.0  － － 

Ⅲ 新株予約権     － －   11 0.0   － － 

Ⅳ 少数株主持分     － －   96 0.2   － － 

純資産合計     － －   39,854 83.1   － － 

負債純資産合計     － －   47,983 100.0   － － 

                     



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高     10,507 100.0   10,394 100.0   21,496 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,547 81.3   8,607 82.8   17,483 81.4 

売上総利益     1,959 18.7   1,787 17.2   4,012 18.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理 

  費 ※１   1,717 16.4   1,563 15.0   3,594 16.7 

営業利益     242 2.3   223 2.2   418 1.9 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   9     9    23     

２ 受取配当金   46     51    90     

３ 為替差益   48     12    148     

４ 連結調整勘定償却額   4     －    8     

５ 負ののれん償却額   －     4    －     

６ デリバティブ評価益   576     4    152     

７ 持分法による投資利 

  益  －   20   －   

８ その他   48 733 7.0 38 141 1.4 90 513 2.4 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   18     13     31     

２ その他   0 18 0.2 23 36 0.4 19 51 0.2 

経常利益     957 9.1   328 3.2   880 4.1 

Ⅵ 特別利益                     

１ 前期損益修正益 ※２ －     13     －     

２ 償却債権取立益   4     －     －     

３ 貸倒引当金戻入額   2     0     7     

４ 固定資産売却益 ※３ 8     3     10     

５ 投資有価証券売却益   17     4     188     

６ デリバティブ解約益    －    －   601   

７ その他    0 33 0.3 0 22 0.2 25 834 3.9 

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産売却損 ※４ 2     6     10     

２ 固定資産除却損 ※５ 17     152     50     

３ 減損損失 ※６ 126     －     128     

４ その他   － 146 1.4 0 159 1.5 5 194 0.9 

税金等調整前中間 

（当期）純利益     844 8.0  191 1.9   1,519 7.1 

法人税、住民税及び

事業税 ※７ 235     32     72     

法人税等調整額 ※７ 86 322 3.1 △110 △78 △0.7 195 268 1.3 

少数株主利益     1 0.0   3 0.0   4 0.0 

中間（当期）純利益     519 4.9   265 2.6   1,246 5.8 

                      



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

  中間連結剰余金計算書 

  中間連結株主資本等変動計算書 

  当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

 （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     6,521   6,521 

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高     6,521   6,521 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     25,999   25,999 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 中間（当期）純利益   519 519 1,246 1,246 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   302   555   

２ 役員賞与   68 371 68 623 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高     26,148   26,622 

            

 株主資本 評価・換算差額等 

新株 

予約権 

少数株主 

持分 

純資産 

合計 
 資本金 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

評価・換算

差額等合計

平成18年3月31日残高

（百万円） 
6,867 6,521 26,622 △213 39,798 2,722 2,722 － 92 42,614 

中間連結会計期間中

の変動額 
          

剰余金の配当(注）   △252  △252     △252 

中間純利益   265  265     265 

自己株式の取得     △2,457 △2,457     △2,457 

自己株式の処分  0  0 0     0 

株主資本以外の項目

の中間連結会計期間

中の変動額 

（純額） 

     △331 △331 11 3 △315 

中間連結会計期間中

の変動額合計 

（百万円） 

－ 0 13 △2,457 △2,443 △331 △331 11 3 △2,759 

平成18年9月30日残高

（百万円） 
6,867 6,521 26,636 △2,670 37,355 2,391 2,391 11 96 39,854 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

区 分 
注記 

番号 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の 

要約キャッシュ・フロ

ー計算書 

（自 平成17年４月１日  （自 平成18年４月１日  （自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日）  至 平成18年９月30日）  至 平成18年３月31日）

 
金額（百万円） 

  
金額（百万円） 

  
金額（百万円） 

 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー           

1 税金等調整前中間（当期）純利益   844   191   1,519  

2 減価償却費及びその他償却費   1,211   1,077   2,452  

3 連結調整勘定償却額   14   －   28  

4 のれん償却額   －   7   －  

5 退職給付引当金の増減額（減少△）   △155   △334   △356  

6 役員退職慰労引当金の増減額（減少△）   △22   △44   △22  

7 修繕引当金の増減額（減少△）   △0   △171   16  

8 貸倒引当金の増減額（減少△）   △2   0   △7  

9 受取利息及び受取配当金   △56   △61   △113  

10 支払利息   18   13   31  

11 為替差損益（益△）   △8   △8   △0  

12 デリバティブ評価損益（益△）   △576   △4   △152  

13 デリバティブ解約損益（益△）   －   －   △601  

14 投資有価証券売却損益（益△）   △17   △4   △188  

15 固定資産除却損   17   152   50  

16 固定資産売却損益（益△）   △5   3   △0  

17 減損損失   126   －   128  

18 売上債権の増減額（増加△）   221   390   △82  

19 たな卸資産の増減額（増加△）   △744   191   △648  

20 仕入債務の増減額（減少△）   13   △298   353  

21 役員賞与の支払額   △68   －   △68  

22 その他   390   △226   112  

 小計   1,200   872   2,451  

23 利息及び配当金の受取額   56   61   113  

24 利息の支払額   △18   △13   △31  

25 法人税等の支払額   △182   △52   △195  

26 法人税等の還付額   －   82   －  

 営業活動によるキャッシュ・フロー    1,055   949   2,338  
 



区 分 
注記 

番号 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の 

要約キャッシュ・フロ

ー計算書 

（自 平成17年４月１日  （自 平成18年４月１日  （自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日）  至 平成18年９月30日）  至 平成18年３月31日）

 
金額（百万円） 

  
金額（百万円） 

  
金額（百万円） 

 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー           

1 定期預金の純増減額（増加△）   30   －   30  

2 有形固定資産の取得による支出   △1,934   △182   △2,397  

3 有形固定資産の売却による収入   12   28   18  

4 投資有価証券の取得による支出   △2   △152   △435  

5 投資有価証券の売却による収入   75   5   715  

6 関係会社株式の取得による支出   －   －   △600  

7 その他    △20   △1   △168  

 投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,839   △302   △2,837  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー           

1 短期借入金の純増減額（減少△）   －   1,000   －  

2 長期借入金の返済による支出   △630   △625   △1,260  

3 親会社による配当金の支払額   △302   △252   △556  

4 自己株式取得による支出   △2   △2,457   △5  

5 その他   －   0   －  

 財務活動によるキャッシュ・フロー   △934   △2,335   △1,821  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   8   8   0  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少△）   △1,709   △1,679   △2,320  

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   6,147   3,826   6,147  

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  ※1  4,437   2,147   3,826  
            



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数      ４社 

会社名：特種紙工㈱、泉興産

㈱、特種紙商事㈱、新

メーテル㈱ 

連結子会社の数      ３社 

会社名：特種ロジスティクス

㈱、特種紙商事㈱、特

種メーテル㈱ 

連結子会社の数    ３社 

会社名：泉興産㈱、特種紙商事

㈱、特種メーテル㈱   

  なお、非連結子会社はありませ

ん。 

 泉興産㈱は平成18年7月1日に社

名を変更し特種ロジスティクス㈱

として営業しております。 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

 特種紙工㈱と新メーテル㈱は 

平成17年10月1日に合併し、特種メ

ーテル㈱として営業しておりま

す。 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 (1)持分法適用の関連会社の数 １社 (1)持分法適用の関連会社の数 １社

     会社名：北上ハイテクペーパー

㈱  

 会社名：北上ハイテクペーパ－  

㈱   

      北上ハイテクペーパー㈱につき

ましては、株式取得により関連会

社となりましたので、当連結会計

年度から、持分法の適用範囲に含

めております。なお、平成18年3月

31日をみなし取得日としておりま

す。 

    (2)持分法適用会社の事業年度に 

  関する事項 

  持分法適用会社の中間期の末日

は中間連結決算日と一致していま

す。 

(2)持分法適用会社の事業年度に 

 関する事項 

 持分法適用会社の事業年度の末

日は連結決算日と一致していま

す。 

３ 連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ています。 

同左  すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

います。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は、全部資本直

入法により処理し、売

却原価は、移動平均法

により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (ロ）デリバティブの評価基準及

び評価方法 

 時価法。ただし、金利スワップ

の特例処理の適用要件を満たすも

のについては、特例処理を適用し

ております。 

(ロ）デリバティブの評価基準及

び評価方法 

       同左 

(ロ）デリバティブの評価基準及

び評価方法 

       同左 

 (ハ）たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

 主として移動平均法による

低価法 

(ハ）たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

同左 

(ハ）たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

(イ）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用してい

ます。主な耐用年数は次の通

りであります。   

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

(イ）有形固定資産 

     同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

(イ）有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 ６～50年 

機械装置及び運

搬具 
３～15年 

   

   

 

 (ロ）無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用

分）については、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を、その他の

無形固定資産については、定

額法を採用しています。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

(ロ）無形固定資産 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ています。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

 (ロ）修繕引当金 

 発電設備の定期修繕費用の

支出に備えるため、発生費用

見込額の当中間連結会計期間

に負担すべき費用を期間配分

し設定しています。 

(ロ）修繕引当金 

同左 

(ロ）修繕引当金 

 発電設備の定期修繕費用の

支出に備えるため、発生費用

見込額のうち当連結会計年度

に負担すべき費用を期間配分

し設定しています。 

 (ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当社においては、当連

結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期

間末において発生していると

認められる額を計上していま

す。 

 数理計算上の差異は、翌連

結会計年度に一括費用処理す

ることとしています。 

(ハ）退職給付引当金 

同左 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当社においては、当連

結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しています。 

 数理計算上の差異は、翌連

結会計年度に一括費用処理す

ることとしています。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ニ）役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社の一部

の会社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を計

上しています。ただし、平成

17年4月1日以降に係る役員退

職慰労引当金の繰り入れは停

止しています。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

 連結子会社の一部の会社

は、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上して

います。ただし、平成17年4

月1日以降に係る役員退職慰

労引当金の繰り入れは停止し

ています。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社の一部

の会社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上し

ています。ただし、平成17年

4月1日以降に係る役員退職慰

労引当金の繰り入れは停止し

ています。 

   

  

（追加情報）  

 当社は、平成17年11月４日

開催の取締役会及び平成18年

６月25日開催の第129期定時株

主総会において、役員の退任

時に内規に基づいた退職慰労

金制度の廃止に伴う打切り支

給を決議しました。 

 これにより、役員退職慰労

金相当額42百万円を固定負債

の「その他」に含めて計上し

ています。 

  

  

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法  

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているの

で、特例処理を採用していま

す。  

① ヘッジ会計の方法  

同左 

① ヘッジ会計の方法  

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 

  

ヘッジ手段  金利スワップ 

 ヘッジ対象  借入金の利息 

同左 同左 

  

 ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っています。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているので中間決算

日における有効性の評価を省略

しています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件

を満たしているので決算日におけ

る有効性の評価を省略していま

す。  

 (7）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっています。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年

8月9日））及び、「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用しています。これにより、

税金等調整前中間純利益は126百万円

減少しています。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除していま

す。 

 ─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））及び、「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第6号 平成15年

10月31日）を適用しています。これ

により、税金等調整前当期純利益は

128百万円減少しています。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

います。 

  ───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

         ───── 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（平成17年12月9日 企業会計基

準第5号）及び、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（平成17年12月9日 企業会

計基準適用指針第8号）を適用してい

ます。 

 従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は39,746百万円です。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しています。 

 （ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第８号 平成17年12月

27日）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しています。これによ

り営業利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益は、それぞれ11百万円減

少しています。 

─────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

       ───── 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

───── （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定」とし

て表示していたものは、当中間連結会計期間より「負

ののれん」として表示しています。 

─────   （中間連結損益計算書） 

  前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却 

 額」として表示していたものは、当中間連結会計期間 

 より「負ののれん償却額」として表示しています。 

─────  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却

額」として表示していたものは、当中間連結会計期間

より「のれん償却額」として表示しています。 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

35,070百万円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

34,823百万円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

35,898百万円です。 

※２ 有形固定資産のうち、工場財団を組成

し次のとおり債務の担保に供していま

す。 

 財団抵当に供している金額（帳簿価

額） 

※２ 有形固定資産のうち、工場財団を組成

し次のとおり債務の担保に供していま

す。 

 財団抵当に供している金額（帳簿価

額） 

※２ 有形固定資産のうち、工場財団を組成

し次のとおり債務の担保に供していま

す。 

財団抵当に供している金額（帳簿価

額） 

     担保されている債務 

     長期借入金       10百万円 

建物及び構築物  6,051百万円

機械装置及び運搬具 8,810百万円

土地 175百万円

計 15,038百万円

     担保されている債務 

     長期借入金        10百万円

建物及び構築物    5,751百万円

機械装置及び運搬具 7,759百万円

土地    175百万円

計   13,686百万円

     担保されている債務 

     長期借入金        10百万円

建物及び構築物   5,932百万円

機械装置及び運搬具    8,318百万円

土地 175百万円

計  14,426百万円

 ※３   ――――――――――――  ※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

   中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してい

ます。当中間連結会計期間末日満期手形

の金額は、次のとおりです。 

 ※３   ―――――――――――― 

   受取手形 22百万円 

 支払手形 22百万円 

  



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりです。 

運送費 306 百万円

研究開発費  280 百万円

販売促進費  232 百万円

給料手当 198 百万円

退職給付費用 12 百万円

   

   

運送費  271 百万円

販売促進費   215 百万円

研究開発費   202 百万円

給料手当  181 百万円

のれん償却額  11 百万円

   

   

研究開発費   550 百万円

販売促進費  517 百万円

運送費   497 百万円

給料手当   392 百万円

減価償却費  217 百万円

連結調整勘定償却 37 百万円

 ※２      ───── ※２ 前期損益修正益のうち主要なものは次

のとおりです。 

  過年度棚卸資産処

分損の修正 

12 百万円

 ※２       ───── 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

※３ 固定資産売却益のうち主要なものは次

のとおりです。    

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

工具器具備品 8 百万円  工具器具備品 2 百万円 工具器具備品 10 百万円

       

※４ 固定資産売却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

※４ 固定資産売却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

※４ 固定資産売却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

工具器具備品  2 百万円 工具器具備品 6 百万円 工具器具備品  9 百万円

※５ 固定資産除却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

※５ 固定資産除却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

※５ 固定資産除却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

建物及び構築物  4 百万円

機械装置及び運搬具 13 百万円

  

建物及び構築物  10 百万円

機械装置及び運搬具 141 百万円

  

建物及び構築物   21 百万円

機械装置及び運搬具  20 百万円

工具器具備品 2 百万円

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※６ 当中間連結会計年度において、当社グ

ループは事業所別にグルーピングを行

い、遊休資産については物件ごとにグル

ーピングを行い、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しています。 

※６      ───── ※６ 当連結会計年度において、当社グルー

プは事業所別にグルーピングを行い、遊

休資産については物件ごとにグルーピン

グを行い、以下の資産グループについて

減損損失を計上しています。 

場所 用途 種類 
減損損失 

(百万円) 
備考 

静岡県 

富士宮市 

 製造設備 

 他 

 土地

等 
109 

遊休

状態 

長野県 

茅野市 
 厚生施設 

 建物

等 
16 
遊休 

状態 

 合計      126   

 
場所 用途 種類 

減損損失 

(百万円) 
備考 

静岡県 

富士宮市

 製造設備 

 他 

 土地

等 
109 

遊休

状態

長野県 

茅野市 
 厚生施設 

 建物

等 
16 

遊休

状態

静岡県 

長泉町 
 厚生施設 

 土地 

 等 
2 
遊休

状態 

 合計      128   

 遊休資産については、将来における利用

計画がなく地価も著しく下落しているた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減少

し、当該減少額を減損損失額として認識

しました。その内訳は以下のとおりで

す。 

 なお、回収可能価額として正味売却価額

により測定しており、売却が見込まれる

ものについては売却見込額、それ以外の

ものについては主として固定資産税評価

額から算出しています。 

建物及び構築物 37 百万円 

機械装置及び運搬具  11 百万円 

土地 68 百万円 

その他  7 百万円 

 合計  126 百万円 

 遊休資産については、将来における利用

計画がなく地価も著しく下落しているた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減少

し、当該減少額を減損損失額として認識

しました。その内訳は以下のとおりで

す。  

 なお、回収可能価額として正味売却価額

により測定しており、売却が見込まれる

ものについては売却見込額、それ以外の

ものについては主として固定資産税評価

額から算出しています。 

建物及び構築物  37 百万円 

機械装置及び運搬具  11 百万円 

土地  70 百万円 

その他  7 百万円 

合計  128 百万円 

 ※７ 当中間連結会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、提出会社が当期に

おいて予定している利益処分による圧縮

積立金の取崩しを前提として、計算して

おります。 

 ※７     ─────     ※７      ─────    



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

  当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

  １. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   

  ２. 自己株式の種類及び総数に関する事項 

  （注）１ 自己株式の株式数増加 4,357千株は、単元未満株の買取による増加 4千株、会社法165条第２項の規定に 

      基づく公開買い付けによる増加 4,353千株です。 

     ２ 自己株式の株式数減少 1千株は、新株予約権の権利行使によるものです。 

   

  ３. 新株予約権に関する事項 

  

  ４. 配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

  

  （2）基準日が当中間期末に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間期後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

 減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末

株式数（千株） 

普通株式 50,911 ― ― 50,911

 株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末

株式数（千株） 

普通株式（注） 449 4,357 1 4,806

 区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の目

的となる株式の

種類 

新株予約権の目的となる株式数（千株）  当中間連結

会計期間末

残高 

（百万円）

 前連結会計

年度末 

当中間連結

会計期間 

増加 

 当中間連結

会計期間 

減少 

当中間連結

会計期間末  

提出会社 
ストック・オプション

としての新株予約権  
― ― ― ― ― 11

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

 （百万円） 

１株当たり配当額

 （円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 252 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月25日 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

 （百万円） 
配当の原資 

１株当たり配当額

 （円） 
基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 230 利益剰余金 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定  4,437百万円

現金及び現金同等物 4,437百万円

現金及び預金勘定 2,147百万円

現金及び現金同等物 2,147百万円

現金及び預金勘定 3,826 百万円

現金及び現金同等物 3,826 百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額相

当額 

 

中間期末

残高相当

額 

  百万円 百万円 百万円

機械装置及び

運搬具 
 38 26 12

工具器具備品  9 2 6

合計  48 29 18

  
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額相

当額 

 

中間期末

残高相当

額 

  百万円 百万円 百万円

機械装置及び

運搬具 
 12 6 6

工具器具備品 12 4 7

合計  24 10 13

  
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額相

当額 

 
期末残高

相当額 

  百万円 百万円 百万円

機械装置及び

運搬具 
 13 5 7

工具器具備品 10 4 6

合計  24 10 13

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額   未経過リース料中間期末残高相当額    未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 11 (3) 

１年超 17 (6) 

合計 28 (9) 

  百万円

１年内 8 (3) 

１年超 12 (3) 

合計 20 (6) 

  百万円

１年内 7 (3) 

１年超 14 (4) 

合計 22 (8) 

 上記の（ ）内は内数で、転リース取引に

係る未経過リース料中間期末残高相当額で

す。 

同左  上記の（ ）内は内数で、転リース取引に

係る未経過リース料期末残高相当額です。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

      

 百万円

支払リース料 17 

減価償却費相当額 17 

 百万円

支払リース料 2 

減価償却費相当額 2 

 百万円

支払リース料 11 

減価償却費相当額 11 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっています。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （注） 取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法によ

り算定しています。 

同左  （注） 取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定してい

ます。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり 

 ません。 

同左 同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（貸主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（貸主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（貸主側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び期末残高 

    取得価額   

減価償却

累計額   

中間期末

残高 

    百万円   百万円   百万円 

工具器具備品   18   11   6 

合計   18   11   6 

   取得価額 

減価償却

累計額  

中間期末

残高 

   百万円  百万円  百万円 

工具器具備品  18  14  4 

合計  18  14  4 

  取得価額  
減価償却

累計額 
 期末残高

  百万円 百万円 百万円

工具器具備品 18 12 5

合計  18 12 5

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 7 (3) 

１年超 13 (6) 

合計 20 (9) 

  百万円

１年内 6 (3) 

１年超 6 (3) 

合計 12 (6) 

  百万円

１年内 7 (3) 

１年超 10 (5) 

合計 17 (8) 

 上記の（ ）内は内数で、転リース取引に

係る未経過リース料中間期末残高相当額で

す。 

同左  上記の（ ）内は内数で、転リース取引に

係る未経過リース料期末残高相当額です。 

      

③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 

 百万円

受取リース料 1 

減価償却費 1 

 百万円

受取リース料 1 

減価償却費 0 

 百万円

受取リース料 3 

減価償却費 2 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高及び見積残存価額の残高の合計

額が、営業債権の中間期末残高等

に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しておりま

す。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高及び

見積残存価額の残高の合計額が、

営業債権の期末残高等に占める割

合が低いため、受取利子込み法に

より算定しております。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり 

 ません。 

 同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比

べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損を行うこととしています。なお、当中間連結会計期間に減

損処理したものはありません。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を中間連結貸借対照表額に計上しています。なお、当中間連結会計期間に減損処理した

ものはありません。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比

べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損を行うこととしています。なお、当中間連結会計期間に減

損処理したものはありません。 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券    

(1）株式 2,439 6,144 3,704 

(2）債券 427 438 11 

(3）その他 446 439 △7 

合計 3,312 7,021 3,708 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

(1）非上場株式 416 

合計 416 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券    

(1）株式 2,698 6,635 3,937 

(2）債券 427 455 28 

(3）その他 － － － 

合計 3,125 7,091 3,966 



２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を中間連結貸借対照表額に計上しています。なお、当中間連結会計期間に減損処理した

ものはありません。 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比

べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損を行うこととしています。なお、当連結会計年度に減損処

理したものはありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。なお、当連結会計年度に減損処理したものはありませ

ん。 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

(1）非上場株式 1,341 

合計 1,341 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券    

(1）株式 2,698 7,191 4,493 

(2）債券 427 449 21 

(3）その他 － － － 

合計 3,125 7,640 4,515 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

(1）非上場株式 1,169 

合計 1,169 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 

 （注）１ 「契約額等」の（ ）内は、オプション料であります。 

２ 時価については、取引金融機関より提示されたものによっています。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 

 （注）１ 「契約額等」の（ ）内は、オプション料であります。 

２ 時価については、取引金融機関より提示されたものによっています。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引    

買建    

米ドル 891 △207 392 

通貨オプション    

買建（コール） 1,216 34 18 

米ドル （81）    

売建（プット） 1,696 106 98 

米ドル （108）    

通貨スワップ    

受取米ドル・支払円 890 △41 66 

合計 － － 576 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨オプション    

買建（コール） 277 10 △2 

米ドル （16）   

売建（プット） 277 △8 6 

米ドル （28）   

通貨スワップ    

受取米ドル・支払円 440 0 △0 

合計 － － 4 



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 

 （注）１ 「契約額等」の（ ）内は、オプション料であります。 

２ 時価については、取引金融機関より提示されたものによっています。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨オプション    

買建（コール） 333 12 8 

米ドル （20）    

売建（プット） 333 △15 35 

米ドル （31）    

通貨スワップ    

受取米ドル・支払円 659 0 108 

合計 － － 152 



（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費 11百万円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社の取締役 ５名、当社の監査役 ２名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式   25,000株 

 付与日 平成18年６月25日 

 権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。 

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

 権利行使期間  平成18年６月25日から平成38年６月24日まで 

 権利行使価格（円） 1 

 付与日における公正な評価単価（円） 477 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成18年４月

１日 至平成18年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 紙製造・加工・販売業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の

合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成18年４

月１日 至平成18年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成18年４

月１日 至平成18年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （東海パルプ株式会社との共同持株会社設立による経営統合について） 

 当社は、平成18年11月21日開催の取締役会において、平成19年４月１日を期日（予定）として、東海パル

プ株式会社（以下「東海パルプ」、特種製紙と東海パルプとを併せて「両社」）との共同持株会社を設立す

ることを決議し、基本合意書を締結しました。 

 なお、この共同持株会社設立に関しては、平成19年２月中旬開催（予定）の臨時株主総会にて承認される

予定です。 

  

１．経営統合の目的 

 今後の製紙業界の環境変化に柔軟に対応し、成長戦略をより発展的に推進するため、産業用紙や特殊紙、

家庭紙の各分野における両社の強みを活かしつつ、独自性・独創性のあるクリエイティブな製紙メーカーと

なることを目的としています。 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 823.58円      862.08円     842.64円 

１株当たり中間(当期)純利益金額 10.29円     5.45円      24.71円 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がない

ため記載していません。 

5.44円  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がない

ため記載していません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

 １株当たり中間（当期）純利益金額       

中間(当期)純利益金額（百万円） 519 265 1,246 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益金額 

（百万円） 
519 265 1,246 

普通株式の期中平均株式数（千株） 50,468 48,843 50,466 

        

 潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
     

 中間（当期）純利益調整額（百万円）   ―  ―   ―  

 普通株式増加数（千株）   ―  12  ―  

 （うちストック・オプション） （―）  （12）  （―）   

 希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

  ― ―  ―  



２．株式移転の条件等 

(１)株式移転の方法 

 平成19年４月１日を目処に両社は株式移転により持株会社を設立し、両社はその完全子会社 

として持株会社の傘下に入ります。また、本件統合後、本件統合の効果を最大限に発揮するため 

に、完全子会社となる両社の子会社（持株会社の孫会社）を含めた企業グループ内再編を検討し 

てまいります。 

  

(２)株式移転の日程 

平成18年11月21日     基本合意書締結 

平成18年12月20日         両社臨時株主総会に係る基準日 

平成18年12月下旬（予定） 両社取締役会（株式移転計画の作成） 

平成19年２月中旬（予定） 両社臨時株主総会（株式移転計画承認）  

平成19年３月27日（予定） 両社上場廃止日 

平成19年４月１日（予定） 株式移転期日  

平成19年４月２日（予定） 持株会社の設立登記日( 効力発生日) 、持株会社上場日 

平成19年５月中旬（予定） 株券交付日 

※ただし、今後、手続きを進める過程で、やむを得ない状況が生じた場合には、両社協議の上、日程を変

更する場合があります。 

  

(３)株式移転比率 

①株式移転比率  

 株式移転に伴い両社の株式に割り当てられる持株会社の普通株式数は、東海パルプ普通株式１株に対

し、持株会社普通株式１株を、当社普通株式１株に対し、持株会社普通株式1.73株を、それぞれ割り当て

ます。 

 ただし、この株式移転比率に重大な影響を与える事由が新たに発見された場合、または、重大な影響を

与える事由が生じた場合には、両社協議の上、株式移転比率を変更することがあります。 

②株式移転比率の算定の根拠 

 当社はみずほ証券株式会社、東海パルプは三菱UFJ証券株式会社をそれぞれフィナンシャルアドバイザー

に指名し、株式移転比率に対する第三者機関としての評価を依頼しました。両社はそれぞれのフィナンシ

ャルアドバイザーの評価結果を勘案した上で、協議・交渉し、株式移転比率を決定しました。 

③第三者機関による算定結果、算定方法 

 みずほ証券株式会社は、市場株価基準法、時価純資産法、DCF 法（ディスカウンテッド・キャッシュ・

フロー法）等の手法を用いた上で、これらの結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 

 三菱UFJ証券株式会社は、市場株価平均法、DCF法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）、修

正簿価純資産法等の手法を用いた上で、これらの結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 

  



(４)剰余金の配当について 

 平成19年３月期の期末配当に関しては、安定配当維持の観点から、平成19年３月期中間決算短信におけ

る予想の通り実施する予定です。 

  

(５)持株会社の上場申請に関する事項 

 持株会社は、東京証券取引所に新規上場を行うこととなる予定です。上場日は、東京証券取引所の規則

等に基づき決定されますが、持株会社の登記申請日である平成19年４月２日となる予定です。株式移転に

伴い、現在両社が証券取引所に上場している普通株式は、平成19年３月27日をもって上場廃止となる予定

です。 

  

(６)ストックオプションの取扱い 

 当社が平成18年６月25日の定時株主総会後において導入しましたストックオプション制度につきまして

は、廃止を予定しており、取締役及び監査役に付与しているストックオプションにつきましては、無償に

て消却する予定です。 

  

３．持株会社の概要 

（１）商号      特種東海ホールディングス株式会社 

（２）事業内容    特種東海ホールディングスは、傘下子会社及びグループの経営管理並びにそれに附

           帯する業務を行います。 

（３）本店所在地   静岡県島田市向島町4379 番地 

（４）取締役及び   代表取締役社長：安本 昌司 

   監査役（予定） 代表取締役副社長：三澤 清利 

           その他数名の取締役及び監査役を選任する予定です。  

（５）資本金     100億円 

（６）発行予定株式数 153,271,120 株（一単元の株式数は1,000 株とする予定です） 

           ※ただし、上記株式数については東海パルプが発行している転換社債型新株予約権 

           付社債の転換権の行使により調整される可能性があります。 

（７）決算期     ３月31日 

（８）配当政策    従前と変わらない配当額の水準を基本として、安定配当を行う予定です。 

  

４．東海パルプ株式会社の概要 

（１）事業内容    紙・パルプの製造、加工、販売 

（２）本店所在地   静岡県島田市向島町4379 番地 

（３）代表者     代表取締役社長兼社長執行役員 安本昌司 

（４）資本金     6,461百万円（平成18年９月30日現在） 

（５）発行済株式総数 65,193,504株（平成18年９月30日現在） 

（６）決算期     ３月31日 

（７）従業員数    1,370名（連結、平成18年９月30日現在） 

（８）総資産     84,445百万円（連結、平成18年３月31日現在） 

（９）総資本     21,899百万円（連結、平成18年３月31日現在） 

（10）売上高     54,738百万円（連結、平成18年３月31日現在） 

（11）当期純利益   1,590百万円（連結、平成18年３月31日現在） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  3,362   1,156   2,772   

２ 受取手形 ※１ 85   41   31   

３ 売掛金  7,062   7,037   7,598   

４ たな卸資産  4,440   4,426   4,428   

５ 繰延税金資産  344   256   321   

６ その他  302   311   410   

貸倒引当金  △7   △7   △7   

流動資産合計   15,590 31.7  13,221 28.9  15,554 31.5 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※２          

(1）建物 ※３ 8,376   8,018   8,197   

(2）機械装置 ※３ 9,885   8,653   9,294   

(3）工具器具備品  388   307   369   

(4）土地 ※３ 5,875   5,769   5,769   

(5）建設仮勘定  97   6   53   

(6）その他  ※３ 671   538   568   

有形固定資産合計  25,295   23,293   24,252   

２ 無形固定資産  69   55   59   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券  7,437   7,811   8,208   

(2）関係会社株式  297   897   897   

(3）長期貸付金  264   242   253   

(4）その他  225   197   196   

    貸倒引当金  △11   △11   △11   

投資その他の資産
合計  8,212   9,137   9,543   

固定資産合計   33,577 68.3  32,486 71.1  33,855 68.5 

資産合計   49,168 100.0  45,707 100.0  49,409 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  1,515   1,406   1,594   

２  短期借入金  ―   1,000   ―   

３ １年以内に返済予
定の長期借入金  1,200   1,200   1,200   

４ 未払金  126   119   337   

５ 未払費用  960   915   920   

６ 未払法人税等  219   24   24   

７ 修繕引当金  228   93   241   

８ その他  137   71   20   

流動負債合計   4,388 8.9  4,831 10.6  4,338 8.8 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金  ※３ 1,800   600   1,200   

２ 退職給付引当金  1,865   1,359   1,695   

３ 役員退職慰労引当
金  44   ―   44   

４ 修繕引当金  57   36   60   

５ 繰延税金負債  734   708   1,105   

６ その他  349   49   13   

固定負債合計   4,850 9.9  2,754 6.0  4,118 8.3 

負債合計   9,239 18.8  7,585 16.6  8,456 17.1 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   6,867 14.0  ― ―  6,867 13.9 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  6,521   ―   6,521   

資本剰余金合計   6,521 13.3  ― ―  6,521 13.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  1,716   ―   1,716   

２ 任意積立金  18,263   ―   18,263   

３ 中間（当期）未処
分利益  4,533   ―   5,073   

利益剰余金合計   24,513 49.8  ― ―  25,054 50.7 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   2,236 4.5  ― ―  2,722 5.5 

Ⅴ 自己株式   △210 △0.4  ― ―  △213 △0.4 

資本合計   39,929 81.2  ― ―  40,953 82.9 

負債及び資本合計   49,168 100.0  ― ―  49,409 100.0 

（純資産の部）           
Ⅰ 株主資本           

１ 資本金    ― ―   6,867 15.0   ― ―

２ 資本剰余金          

（1）資本準備金  ―  6,521 ―  

（2）その他資本剰
余金  ―  0 ―  

資本剰余金合計    ― ―   6,521 14.3   ― ―

３ 利益剰余金          

（1）利益準備金  ―  1,716 ―  

（2）その他利益剰
余金          

研究積立金  ―  7,500 ―  

配当準備積立金  ―  2,000 ―  

別途積立金  ―  8,500 ―  

固定資産圧縮積
立金  ―  251 ―  

繰越利益剰余金  ―  5,033 ―  

利益剰余金合計    ― ―   25,001 54.7   ― ―

４ 自己株式    ― ―   △2,670 △5.8   ― ―

株主資本合計    ― ―   35,719 78.2   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金    ― ―   2,391 5.2   ― ―

評価・換算差額等合計    ― ―   2,391 5.2   ― ―

Ⅲ 新株予約権   ― ―  11 0.0  ― ―

純資産合計    ― ―   38,122 83.4   ― ―

負債純資産合計    ― ―   45,707 100.0   ― ―

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,627 100.0  9,451 100.0  19,750 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,819 81.2  7,851 83.1  15,961 80.8 

売上総利益   1,808 18.8  1,599 16.9  3,789 19.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,652 17.2  1,467 15.5  3,487 17.7 

営業利益   156 1.6  132 1.4  302 1.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１  771 8.0  154 1.6  596 3.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２  45 0.4  57 0.6  105 0.5 

経常利益   882 9.2  229 2.4  793 4.0 

Ⅵ 特別利益 ※３  23 0.2  20 0.2  814 4.1 

Ⅶ 特別損失 ※４  104 1.1  158 1.7  130 0.6 

税引前中間（当
期）純利益   801 8.3  91 0.9  1,477 7.5 

法人税、住民税及
び事業税 

※５ 203   5   12   

法人税等調整額 ※５ 88 291 3.0 △113 △107 △1.2 162 175 0.9 

中間（当期）純利
益   509 5.3  199 2.1  1,302 6.6 

前期繰越利益   4,023   ―   4,023  

中間配当額   ―   ―   252  

中間（当期）未処
分利益   4,533   ―   5,073  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

  当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分に係る項目であります。 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資本
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金
利益 
剰余金 
合計 

研究
積立金 

配当
準備 
積立金 

別途
積立金 

固定資産
圧縮 
積立金 

繰越
利益 
剰余金 

平成18年３月31日 
残高 
       （百万円） 

6,867 6,521 － 6,521 1,716 7,500 2,000 8,500 263 5,073 25,054 △213 38,230

中間会計期間中の 
変動額 

             

剰余金の配当（注）         △252 △252   △252

中間純利益         199 199   199

自己株式の取得           △2,457 △2,457

自己株式の処分     0 0   0 0

固定資産圧縮積立金
の取崩（注） 

        △8 8 －   －

固定資産圧縮積立金
の取崩（当期分） 

        △3 3 －   －

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

           

中間会計期間中の 
変動額合計 
       （百万円） 

－ － 0 0 － － － － △12 △41 △53 △2,457 △2,511

平成18年９月30日 
残高 
    （百万円） 

6,867 6,521 0 6,521 1,716 7,500 2,000 8,500 251 5,033 25,001 △2,670 35,719

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 
残高 
       （百万円） 

2,722 2,722 － 40,953

中間会計期間中の 
変動額 

  

剰余金の配当（注）   △252

中間純利益   199

自己株式の取得   △2,457

自己株式の処分   0

固定資産圧縮積立金
の取崩（注） 

  －

固定資産圧縮積立金
の取崩（当期分） 

  －

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

△331 △331 11 △319

中間会計期間中の 
変動額合計 
         （百万円） 

△331 △331 11 △2,830

平成18年９月30日 
残高 
         （百万円） 

2,391 2,391 11 38,122



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

 時価法。ただし、金利スワッ

プの特例処理の適用要件を満た

すものについては、特例処理を

適用しております。 

(2）デリバティブ 

 同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

移動平均法による低価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しています。 

 主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 ７～50年

機械装置 ３～15年

  

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しています。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を

計上しています。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）修繕引当金 

 発電設備の定期修繕費用の支

出に備えるため、発生費用見込

額の内当中間会計期間に負担す

べき費用を期間配分し設定して

います。 

(2）修繕引当金 

同左 

(2）修繕引当金 

 発電設備の定期修繕費用の支

出に備えるため、発生費用見込

額の内当期に負担すべき費用を

期間配分し設定しています。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しています。 

 数理計算上の差異は、翌期に

一括費用処理することとしてい

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しています。 

 数理計算上の差異は、翌期に

一括費用処理することとしてい

ます。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しています。

ただし、平成17年4月1日以降に

係る役員退職慰労引当金の繰り

入れは停止しています。 

(4）役員退職慰労引当金 

 ───── 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しています。ただ

し、平成17年4月1日以降に係る

役員退職慰労引当金の繰り入れ

は停止しています。 

   

  

 （追加情報）  

 当社は、平成17年11月４日開

催の取締役会及び平成18年６月

25日開催の第129期定時株主総

会において、役員の退任時に内

規に基づいた退職慰労金制度の

廃止に伴う打切り支給を決議し

ました。 

 これにより、役員退職慰労金

相当額42百万円を固定負債の

「その他」に含めて計上してい

ます。 

  

  

４ 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しています。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ています。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

同左 同左 

６ 重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法  

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているの

で、特例処理を採用していま

す。  

(1）ヘッジ会計の方法  

 同左 

(1）ヘッジ会計の方法  

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  金利スワップ 

 ヘッジ対象  借入金の利息 

  同左  同左 

  

 (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っています。 

(3）ヘッジ方針 

  同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているので中間決算

日における有効性の評価を省略

しています。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件

を満たしているので決算日におけ

る有効性の評価を省略していま

す。  

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

 仮払消費税等と仮受消費税等を

相殺し110百万円を流動負債「その

他」に含めて表示しています。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

 仮払消費税等と仮受消費税等を

相殺し48百万円を流動負債「その

他」に含めて表示しています。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

───── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これにより税引前

中間純利益は86百万円減少していま

す。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除していま

す。 

 ─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しています。これに

より税引前当期純利益は86百万円減

少しています。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してい

ます。 

  ─────  

  ─────  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（平成17年12月9日 企業会計基

準第5号）及び、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（平成17年12月9日 企業

会計基準適用指針第8号）を適用して

います。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は38,111百万円です。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しています。  

（ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号 平成18年５月

31日）を適用しています。これにより

営業利益、経常利益及び税引前中間純

利益は、それぞれ11百万円減少してい

ます。 

  ─────  

  ─────  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 中間会計期間末日満期

手形 

   

 ──────  中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、当中間会計期

間の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたもの

として処理しています。当中間会

計期間末日満期手形の金額は、次

のとおりです。 

 受取手形 1百万円  

   

────── 

※２ 有形固定資産の減価償

却累計額  
   

  32,868百万円  32,730百万円  33,847百万円  

※３ 担保に供している資産    

  有形固定資産のうち、工場財団

を組成し次のとおり債務の担保に

供しています。 

財団抵当に供している資産 

建物     5,669百万円

構築物 381百万円

機械装置      8,810百万円

土地   175百万円

計    15,038百万円

 有形固定資産のうち、工場財団

を組成し次のとおり債務の担保に

供しています。 

財団抵当に供している資産 

建物 5,440百万円

構築物 310百万円

機械装置 7,759百万円

土地 175百万円

計 13,686百万円

 有形固定資産のうち、工場財団

を組成し次のとおり債務の担保に

供しています。 

財団抵当に供している資産 

建物 5,573百万円

構築物 359百万円

機械装置 8,318百万円

土地 175百万円

計 14,426百万円

  担保されている債務 

長期借入金   10百万円

担保されている債務 

長期借入金 10百万円

担保されている債務 

長期借入金 10百万円

 ４ 偶発債務    

 借入に対する保証債務 ────── 借入に対する保証債務 

 特種紙商事㈱   55百万円   特種紙商事㈱ 25百万円



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主

要項目 
   

 受取利息  10百万円

受取配当金   46百万円

賃貸収入    47百万円

デリバティブ評価益    576百万円

受取利息 3百万円

受取配当金 51百万円

賃貸収入 46百万円

   

受取利息 7百万円

受取配当金 90百万円

賃貸収入  96百万円

デリバティブ評価益  152百万円

※２ 営業外費用の主

要項目 

   

 支払利息   17百万円

賃貸費用   28百万円

支払利息 12百万円

賃貸費用 23百万円

支払利息 31百万円

賃貸費用 67百万円

※３ 特別利益の主要

項目 

   

  ─────  過年度棚卸資産処

分損の修正 

12 百万円 デリバティブ解約益 601 百万円

※４ 特別損失の主要

項目 

   

 ───── 固定資産除却損  

機械装置 141百万円

建物 10百万円

固定資産除却損  

機械装置 16百万円

建物 6百万円

構築物 5百万円

  当中間会計年度において、当社は

事業所別にグルーピングを行い、遊

休資産については物件ごとにグルー

ピングを行い、以下の資産グループ

について減損損失を計上していま

す。 

 遊休資産については、将来におけ

る利用計画がなく地価も著しく下落

しているため、帳簿価額を回収可能

価額まで減少し、当該減少額を減損

損失額として認識しました。その内

訳は以下のとおりです。 

 なお、回収可能価額として正味売

却価額により測定しており、売却が

見込まれるものについては売却見込

額、それ以外のものについては主と

して固定資産税評価額から算出して

います。 

場所 用途 種類 
減損損失 

(百万円) 
備考 

静岡県 

富士宮市 

製造設

備等 

土地

等 
 70 

遊休

状態

長野県 

茅野市 

厚生施

設 

建物

等 
16 

遊休

状態

 合計      86   

 建物   10百万円

 土地   68百万円

 その他   7百万円

 合計   86百万円

───── 

  

  

 当事業年度において、当社は事業

所別にグルーピングを行い、遊休資

産については物件ごとにグルーピン

グを行い、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しています。 

  遊休資産については、将来におけ

る利用計画がなく地価も著しく下落

しているため、帳簿価額を回収可能

価額まで減少し、当該減少額を減損

損失額として認識しました。その内

訳は以下のとおりです。 

 なお、回収可能価額として正味売

却価額により測定しており、売却が

見込まれるものについては売却見込

額、それ以外のものについては主と

して固定資産税評価額から算出して

います。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円)
備考 

静岡県 

富士宮市 

製造設

備等  

土地

等  
70 

遊休

状態

長野県 

茅野市  

厚生施

設  

建物

等  
16 

遊休

状態

 合計   86  

 建物 10百万円

 土地 68百万円

 その他  7百万円

 合計  86百万円

※５ 利益処分方式に

よる圧縮積立金の

取扱い 

   

  当中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、提出会社が当

期において予定している利益処分に

よる圧縮積立金の取崩しを前提とし

て、計算しております。 

───── ───── 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

   

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）１ 自己株式の株式数増加 4,357千株は、単元未満株の買取による増加 4千株、会社法165条第２項の規定に 

       基づく公開買い付けによる増加 4,353千株です。 

     ２ 自己株式の株式数減少 1千株は、新株予約権の権利行使によるものです。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ６ 減価償却実施額    

有形固定資産    1,165百万円 1,038百万円 2,358百万円 

無形固定資産  3百万円 3百万円 8百万円 

株式の種類 
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加株式数

（千株） 

当中間会計期間減少株式数

（千株） 

当中間会計期間末株式数

（千株） 

普通株式（注） 449 4,357 1 4,806



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  

取得価

額相当

額 

 

減価償

却累計

額相当

額 

 

中間期

末残高

相当額

  百万円 百万円 百万円

機械装置  11 2 9

工具器具備

品 
 55 35 19

車両運搬具  24 20 4

合計  91 58 32

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  

取得価

額相当

額 

 

減価償

却累計

額相当

額 

 

中間期

末残高

相当額

  百万円 百万円 百万円

機械装置  11 4 7

工具器具備

品 
 35 23 12

合計  46 27 19

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額  

  

取得価

額相当

額 

 

減価償

却累計

額相当

額 

 

期末残

高相当

額 

  百万円 百万円 百万円

機械装置  11 3 8

工具器具備

品 
 44 31 13

車両運搬具  ― ― ―

合計  56 34 21

 ② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

    未経過リース料中間期末残高 

    相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

    未経過リース料中間期末残高 

    相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額

等 

    未経過リース料期末残高相当 

    額 

 １年以内   16百万円

１年超   16百万円

合計   32百万円

１年以内  9百万円

１年超     9百万円

合計    19百万円

１年以内  9百万円

１年超 12百万円

合計 21百万円

 ③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(1）支払リース料 

  25百万円 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(1）支払リース料 

    5百万円 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失  

(1）支払リース料 

35百万円 

 (2）減価償却費相当額 

  25百万円 

(2）減価償却費相当額 

    5百万円 

(2）減価償却費相当額 

35百万円 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  （注） 取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため

支払利子込み法により算

定しています。 

同左  （注） 取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合

が低いため支払利子込み

法により算定していま

す。 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

 同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （東海パルプ株式会社との共同持株会社設立による経営統合について） 

 当社は、平成18年11月21日開催の取締役会において、平成19年４月１日を期日（予定）として、東海パル

プ株式会社（以下「東海パルプ」、特種製紙と東海パルプとを併せて「両社」）との共同持株会社を設立す

ることを決議し、基本合意書を締結しました。 

 なお、この共同持株会社設立に関しては、平成19年２月中旬開催（予定）の臨時株主総会にて承認される

予定です。 

  

１．経営統合の目的 

 今後の製紙業界の環境変化に柔軟に対応し、成長戦略をより発展的に推進するため、産業用紙や特殊紙、

家庭紙の各分野における両社の強みを活かしつつ、独自性・独創性のあるクリエイティブな製紙メーカーと

なることを目的としています。 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 791.21円 826.61円 811.56円 

１株当たり中間（当期）純利益金

額 
10.10円 4.08円 25.81円 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がない

ため記載していません。 

4.07円  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がない

ため記載していません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益金額（百万円） 509 199 1,302 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益金額 

（百万円） 
509 199 1,302 

普通株式の期中平均株式数（千株） 50,468 48,843 50,466 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円）   ―  ―   ―  

普通株式増加数（千株）   ―  12  ―  

（うちストック・オプション） （―） （12）  （―） 

  希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

  ― ―  ―  



２．株式移転の条件等 

(１)株式移転の方法 

 平成19年４月１日を目処に両社は株式移転により持株会社を設立し、両社はその完全子会社 

として持株会社の傘下に入ります。また、本件統合後、本件統合の効果を最大限に発揮するため 

に、完全子会社となる両社の子会社（持株会社の孫会社）を含めた企業グループ内再編を検討し 

てまいります。 

  

(２)株式移転の日程 

平成18年11月21日     基本合意書締結 

平成18年12月20日         両社臨時株主総会に係る基準日 

平成18年12月下旬（予定） 両社取締役会（株式移転計画の作成） 

平成19年２月中旬（予定） 両社臨時株主総会（株式移転計画承認）  

平成19年３月27日（予定） 両社上場廃止日 

平成19年４月１日（予定） 株式移転期日  

平成19年４月２日（予定） 持株会社の設立登記日( 効力発生日) 、持株会社上場日 

平成19年５月中旬（予定） 株券交付日 

※ただし、今後、手続きを進める過程で、やむを得ない状況が生じた場合には、両社協議の上、日程を変

更する場合があります。 

  

(３)株式移転比率 

①株式移転比率  

 株式移転に伴い両社の株式に割り当てられる持株会社の普通株式数は、東海パルプ普通株式１株に対

し、持株会社普通株式１株を、当社普通株式１株に対し、持株会社普通株式1.73株を、それぞれ割り当て

ます。 

 ただし、この株式移転比率に重大な影響を与える事由が新たに発見された場合、または、重大な影響を

与える事由が生じた場合には、両社協議の上、株式移転比率を変更することがあります。 

②株式移転比率の算定の根拠 

 当社はみずほ証券株式会社、東海パルプは三菱UFJ証券株式会社をそれぞれフィナンシャルアドバイザー

に指名し、株式移転比率に対する第三者機関としての評価を依頼しました。両社はそれぞれのフィナンシ

ャルアドバイザーの評価結果を勘案した上で、協議・交渉し、株式移転比率を決定しました。 

③第三者機関による算定結果、算定方法 

 みずほ証券株式会社は、市場株価基準法、時価純資産法、DCF 法（ディスカウンテッド・キャッシュ・

フロー法）等の手法を用いた上で、これらの結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 

 三菱UFJ証券株式会社は、市場株価平均法、DCF法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）、修

正簿価純資産法等の手法を用いた上で、これらの結果を総合的に勘案して株式移転比率を算定しました。 



(４)剰余金の配当について 

 平成19年３月期の期末配当に関しては、安定配当維持の観点から、平成19年３月期中間決算短信におけ

る予想の通り実施する予定です。 

  

(５)持株会社の上場申請に関する事項 

 持株会社は、東京証券取引所に新規上場を行うこととなる予定です。上場日は、東京証券取引所の規則

等に基づき決定されますが、持株会社の登記申請日である平成19年４月２日となる予定です。株式移転に

伴い、現在両社が証券取引所に上場している普通株式は、平成19年３月27日をもって上場廃止となる予定

です。 

  

(６)ストックオプションの取扱い 

 当社が平成18年６月25日の定時株主総会後において導入しましたストックオプション制度につきまして

は、廃止を予定しており、取締役及び監査役に付与しているストックオプションにつきましては、無償に

て消却する予定です。 

  

３．持株会社の概要 

（１）商号      特種東海ホールディングス株式会社 

（２）事業内容    特種東海ホールディングスは、傘下子会社及びグループの経営管理並びにそれに附

           帯する業務を行います。 

（３）本店所在地   静岡県島田市向島町4379 番地 

（４）取締役及び   代表取締役社長：安本 昌司 

   監査役（予定） 代表取締役副社長：三澤 清利 

           その他数名の取締役及び監査役を選任する予定です。  

（５）資本金     100億円 

（６）発行予定株式数 153,271,120 株（一単元の株式数は1,000 株とする予定です） 

           ※ただし、上記株式数については東海パルプが発行している転換社債型新株予約権 

           付社債の転換権の行使により調整される可能性があります。 

（７）決算期     ３月31日 

（８）配当政策    従前と変わらない配当額の水準を基本として、安定配当を行う予定です。 

  

４．東海パルプ株式会社の概要 

（１）事業内容    紙・パルプの製造、加工、販売 

（２）本店所在地   静岡県島田市向島町4379 番地 

（３）代表者     代表取締役社長兼社長執行役員 安本昌司 

（４）資本金     6,461百万円（平成18年９月30日現在） 

（５）発行済株式総数 65,193,504株（平成18年９月30日現在） 

（６）決算期     ３月31日 

（７）従業員数    1,370名（連結、平成18年９月30日現在） 

（８）総資産     84,445百万円（連結、平成18年３月31日現在） 

（９）総資本     21,899百万円（連結、平成18年３月31日現在） 

（10）売上高     54,738百万円（連結、平成18年３月31日現在） 

（11）当期純利益   1,590百万円（連結、平成18年３月31日現在） 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 第130期（平成18年４月１日より平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年11月10日開催の取締

役会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し次のとおり中間配

当を行うことを決議しました。 

① 中間配当金の総額             230百万円 

② １株当たり中間配当金           5円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成18年12月11日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第129期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日   

平成18年６月26日 

関東財務局長に提出。 

(2）自己株券買付状況 

報告書 

報告期間 

  

自 平成18年６月27日 

至 平成18年６月30日   

平成18年８月10日 

関東財務局長に提出。 

   

自 平成18年７月１日 

至 平成18年７月31日   

平成18年８月10日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月14日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、特種製紙株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より固

定資産の減損に係る会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月13日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、特種製紙株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、平成18年11月21日開催の取締役会において、平成19年４月１日を期日（予

定）として、東海パルプ株式会社との共同持株会社を設立することを決議し、基本合意書を締結した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月14日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第129期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、特種製紙株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の

減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月13日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第130期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、特種製紙株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、平成18年11月21日開催の取締役会において、平成19年４月１日を期日（予

定）として、東海パルプ株式会社との共同持株会社を設立することを決議し、基本合意書を締結した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 
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